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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

当連結会計年度における国内の経済環境は、経済政策、金融施策の実施等により、雇用・所得環境の改善が見ら

れ、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、個人消費は、足踏み状態が続きました。

海外におきましては、米国では景気は堅調に推移し、欧州では景気は緩やかに回復し、アジアの新興国では景気

は持ち直しの動きが見られました。一方、中国では景気は持ち直しの動きがみられるものの、依然として先行き不

透明な状況で推移いたしました。

このような環境のなか、当社グループは、国内では、引き続きフードサービス産業等への積極的な拡販と新規顧

客の継続的な開拓に取り組みました。

海外では、米国を中心に、主要販売先であるフードサービス産業に向けて、主力製品の拡販に努めました。

なお、原価低減に加えITを活用した業務の効率化や生産性向上に努め、利益の確保に継続的に取り組みました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高2,655億48百万円（前期比2.1％増）、営業利益345億75百万円（同

9.0％増）、経常利益341億40百万円（同10.6％増）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は214億

30百万円（同26.3％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本

日本におきましては、業務用冷蔵庫、製氷機及び食器洗浄機等の積極的な拡販並びに新規顧客への積極的な営

業活動を推進してまいりました。その結果、売上高は1,800億81百万円（前期比3.7％増）、セグメント利益は229

億45百万円（同5.7％増）となりました。

②米州

米州におきましては、製氷機、業務用冷蔵庫の積極的な拡販を推進してまいりましたが、為替の影響を受け、

売上高は617億89百万円（前期比2.6％減）、セグメント利益は100億82百万円（同2.9％減）となりました。

③欧州・アジア

欧州・アジアにおきましては、主力製品の積極的な拡販を推進してまいりました。その結果、為替の影響を受

けましたが、売上高は305億円（前期比0.9％増）、セグメント利益は28億77百万円（同4.0％増）となりました。 

 

（次期の見通し） 

次期の当社グループを取巻く市場環境は、国内では安定的な需要が続くことが期待されます。海外では米国の需

要は安定しているものの、今後の政策及び為替の動向等に留意する必要があり、欧州では景気は緩やかに回復して

いるものの、英国のEU離脱の影響等により不透明な状況で推移すると思われます。また、中国をはじめとする新興

国では景気回復の動きがみられるものの、依然不透明な状況で推移すると思われます。

このような環境のなか、次期においては、新規顧客の開拓、高付加価値製品の開発と共に、これまで実践してま

いりました原価低減、業務の効率化及び生産性の向上にも継続的に取組み、グループの将来に向けた成長基盤を一

層強化してまいります。

次期の見通しといたしましては、昨今の経済、市場動向等を勘案し、次のように見込んでおります。

連結売上高といたしましては、2,758億円（前期比3.9％増）を見込んでおります。

連結営業利益といたしましては、354億円（前期比2.4％増）を見込んでおります。

連結経常利益といたしましては、362億円（前期比6.0％増）を見込んでおります。

親会社株主に帰属する当期純利益といたしましては、241億円（前期比12.5％増）を見込んでおります。
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日本では、主要顧客であるフードサービス産業をはじめとする既存顧客への販売促進を継続し、従来の販売中心

のハードビジネスに加えて、お客様の課題解決に寄与するコンサルティング等、ソフトビジネスの強化や、より付

加価値の高い技術サービスを提供することで、新規顧客の開拓に一層尽力し、競争力の高い高付加価値製品の開発

と、主力製品やプレハブ冷蔵庫及びスチームコンベクションオーブンをはじめとする調理機器等の拡販に努めてま

いります。 

米州においては、主力製品である製氷機の他に、業務用冷蔵庫、食器洗浄機の品揃えの充実を図り、これら製品

の拡販を推進してまいります。

欧州においては、販売・サービス網を見直し、製氷機の市場シェア向上、業務用冷蔵庫の拡販に努めてまいりま

す。

アジアにおいては、将来的に経済成長が見込まれるため、さらなる販売拠点の拡充を図り、同地域での事業基盤

の構築と拡販に努めてまいります。

さらに、買収した会社とその他グループ会社とのシナジーの創出を追求してまいります。 

なお、当連結会計年度は為替差損を15億45百万円計上しておりますが、為替動向は極めて不透明なため、次期に

ついては為替差損益は織り込んでおりません。 

※次期の見通しにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が判断する一定の前提及び仮定

に基づき算定しており、実際の業績は見通しと異なる可能性があります。その要因の主なものは、主要市場に

おける経済情勢、需要の動向及び為替相場の変動等であります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ163億11百万円増加し、2,899億67百万円となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ149億72百万円増加し、2,265億35百万円となりました。主な要因は、現

金及び預金、商品及び製品の増加によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ13億38百万円増加し、634億31百万円となりました。主な要因は、建設仮

勘定、のれんの増加によるものであります。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ56億77百万円増加し、1,027億87百万円となりまし

た。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ17億46百万円増加し、788億78百万円となりました。主な要因は、前受

金、製品保証引当金の増加によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ39億31百万円増加し、239億９百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ106億33百万円増加し、1,871億79百万円となりま

した。主な要因は、利益剰余金の増加によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ110億89百万円減少し、537

億33百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、306億11百万円の収入（前期は304億24百万円の収入）となりまし

た。主な要因は、税金等調整前当期純利益が337億37百万円、減価償却費が48億92百万円、のれん償却額が14億

84百万円あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは348億65百万円の支出（前期は113億６百万円の支出）となりました。

主な要因は、定期預金の純増による支出が251億38百万円、有形固定資産の取得による支出が49億27百万円、子

会社株式の取得による支出が33億66百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、50億10百万円の支出（前期は46億65百万円の支出）となりました。

主な要因は、配当金の支払額が43億43百万円、短期借入金の純減額が５億95百万円あったことによるものであ

ります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成26年12月期 平成27年12月期 平成28年12月期

自己資本比率（％） 63.5 63.5 64.0

時価ベースの自己資本比率（％） 164.8 200.1 231.0 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.07 0.03 0.01 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 118.8 154.7 349.1 

（注）１．上表中の各指標は以下のとおり算出しております。

・自己資本比率＝自己資本／総資産

・時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債／キャッシュ・フロー

・インタレスト・カバレッジ・レシオ＝キャッシュ・フロー／利払い

２．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

３．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

５．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。

６．利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、利益配分につきましては、経営上重要な政策として認識しております。将来にわたる安定的な企業成長

と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保を図ると共に、当社及び当社グループの財務状況、収益状況及

び配当性向等より総合的に判断し、株主の皆様に安定的に利益還元を行うことを基本方針としております。

内部留保金につきましては、企業体質の強化及び設備投資、研究開発等、将来の企業価値向上のための投資に充

当いたします。

当期の期末配当金につきましては、基本方針に基づき、前期に比べ10円増配し１株当たり70円といたします。

また次期の配当金につきましては、１株当たり70円の期末配当金を予定しております。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社及び子会社58社（うち連結子会社56社）により構成され、主な事業内容は、フードサービス

機器の研究開発、製造、販売及び保守サービスであります。

研究開発は、日本では当社が行うほか株式会社ネスターが自社製品の研究開発を行っており、米州ではHOSHIZAKI

AMERICA,INC.、LANCER CORPORATION、Jackson WWS,Inc.及びAços Macom Indústria e Comércio Ltda.等が、欧

州・アジアではGRAM COMMERCIAL A/S、Western Refrigeration Private Limited及び浙江愛雪制冷電器有限公司が行

っております。製品企画から製品化までの一貫した研究体制を持つことにより、最終顧客の多様なニーズにあった対

応を可能にしております。新製品開発、先端技術開発、既存製品の改良や改善、シリーズ展開の活動及び原価低減活

動を行っており、販売及び保守サービス活動から得られる情報や市場品質情報を製品開発に活用する体制を確立して

おります。

製造は、日本では当社の本社工場と島根工場が行うほか一部製品を株式会社ネスターが、一部部品をサンセイ電機

株式会社が行い、米州では、HOSHIZAKI AMERICA,INC.、LANCER CORPORATION、Jackson WWS,Inc.及びAços Macom 

Indústria e Comércio Ltda.等が、欧州・アジアではHOSHIZAKI EUROPE LIMITED、GRAM COMMERCIAL A/S、Western 

Refrigeration Private Limited、星崎電機（蘇州）有限公司及び浙江愛雪制冷電器有限公司が行っております。ま

た、長年の生産活動のなかから培ってきました製氷機構の加工技術、ステンレス鋼板の溶接技術や切削技術等の加工

技術を有しております。

その生産形態は、見込生産ではありますが多品種少量生産であり、これに対応するため大型の生産設備を含むシス

テム化された生産設備を導入し、生産技術の蓄積や製品品質の安定化、生産リードタイムの短縮を図っております。

販売及び保守サービスは、日本ではホシザキ東京株式会社ほか14の地域別販売会社及び株式会社ネスターが、米州

では５つの直系地域販売会社及びADVANCED BEVERAGE SOLUTIONS,LLC等が、欧州・アジアでは、Hoshizaki Europe 

B.V.、HOSHIZAKI SINGAPORE PTE LTD及び星崎冷熱機械（上海）有限公司等が行っております。また、国内外の販売

拠点においては、最終顧客への直接販売、卸販売及びアフターサービスを行っており、日本では直接販売の比率が高

く、海外では代理店販売の比率が高くなっております。特に日本では地域別販売会社の営業所により、地域に密着し

た顧客へのきめ細かなサポートで、販売及びアフターサービス体制を確立しております。

 

セグメント別の当社及びグループ会社の位置付けにつきましては、次のとおりであります。 

セグメント 会社名 当社グループにおける位置付け 

日本

 ホシザキ株式会社（当社）  フードサービス機器の開発・製造・販売

 ホシザキ北海道株式会社

 フードサービス機器の販売・保守サービス

 ホシザキ東北株式会社

 ホシザキ北関東株式会社

 ホシザキ関東株式会社

 ホシザキ東京株式会社

 ホシザキ湘南株式会社

 ホシザキ北信越株式会社

 ホシザキ東海株式会社

 ホシザキ京阪株式会社

 ホシザキ阪神株式会社

 ホシザキ中国株式会社

 ホシザキ四国株式会社

 ホシザキ北九株式会社

 ホシザキ南九株式会社

 ホシザキ沖縄株式会社

 株式会社ネスター  フードサービス機器の開発・製造・販売・保守サービス

 サンセイ電機株式会社  フードサービス機器及び部品の製造・加工
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セグメント 会社名 当社グループにおける位置付け 

米州

 HOSHIZAKI USA HOLDINGS,INC.  米国における持株会社

 HOSHIZAKI AMERICA,INC.  フードサービス機器の開発・製造・販売・保守サービス

 HOSHIZAKI SOUTH CENTRAL D.C.INC.

 米国での各地域の販売・保守サービス

 HOSHIZAKI WESTERN D.C.INC.

 HOSHIZAKI NORTHEASTERN D.C.INC.

 HOSHIZAKI NORTHCENTRAL D.C.INC.

 HOSHIZAKI SOUTHEASTERN D.C.INC.

Jackson WWS,Inc. 米国での食器洗浄機の開発・製造・販売・保守サービス

 LANCER CORPORATION
米国での飲料ディスペンサ等の開発・製造・販売・保守

サービス

 ADVANCED BEVERAGE SOLUTIONS,LLC
 米国での飲料ディスペンサ等の地域別販売・保守サービ

ス

 LANCER DE MEXICO,SOCIEDAD ANONIMA DE 

CAPITAL VARIABLE

 メキシコでの飲料ディスペンサ等地域別販売・保守サー

ビス

 INDUSTRIAS LANCERMEX,SOCIEDAD ANONIMA DE 

CAPITAL VARIABLE
 メキシコでの飲料ディスペンサ等の製造

SERVICIOS LANCERMEX S.A.DE C.V.
LANCER DE MEXICO,SOCIEDAD ANONIMA DE CAPITAL

VARIABLE への人材派遣

HOSHIZAKI LANCER PTY LTD
豪州での飲料ディスペンサ等の開発・製造・販売・保守

サービス

HOSHIZAKI LANCER LIMITED
ニュージーランドでの飲料ディスペンサ等の販売・保守

サービス

Lancer Europe 欧州での飲料ディスペンサ等の販売・保守サービス

Aços Macom Indústria e Comércio Ltda.
 ブラジルでのフードサービス機器の開発・製造・販売・

保守サービス

欧州・ 

アジア

 Hoshizaki Europe Holdings B.V.  欧州、及びシンガポールの持株会社

 HOSHIZAKI EUROPE LIMITED  欧州でのフードサービス機器の製造・販売

 Hoshizaki Europe B.V.  欧州でのフードサービス機器の販売・保守サービス

 GRAM COMMERCIAL A/S  欧州でのフードサービス機器の開発・製造

 GRAM UK LIMITED  イギリスでのフードサービス機器の販売

 Gram Deutschland GmbH  ドイツでのフードサービス機器の販売

 Gram Nederland B.V.  オランダでのフードサービス機器の販売

 Graminoks Sogutucu Sanayi ve Ticaret A.S.  トルコでの業務用冷蔵庫の製造（操業準備中）

 Western Refrigeration Private Limited  インドでの業務用冷蔵庫等の開発・製造・販売

 Western Coolers and Freezers Private 

Limited 
 インドでの業務用冷蔵庫等の販売・保守サービス 

 HOSHIZAKI（THAILAND）LIMITED  タイでのフードサービス機器の販売・保守サービス

 HOSHIZAKI MALAYSIA SDN.BHD.  マレーシアでのフードサービス機器の販売

 HOSHIZAKI SINGAPORE PTE LTD
 シンガポールでのフードサービス機器の販売・保守サー

ビス及び東南アジア、南アジアへの輸出

 HOSHIZAKI VIETNAM CORPORATION  ベトナムでのフードサービス機器の販売・保守サービス

 PT. HOSHIZAKI INDONESIA
 インドネシアでのフードサービス機器の販売・保守サー

ビス

 星崎香港有限公司  香港でのフードサービス機器の販売・保守サービス

 星崎（中国）投資有限公司  中国における持株会社

 浙江愛雪制冷電器有限公司
 中国における業務用冷蔵庫、製氷機等の開発・製造・販

 売
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セグメント 会社名 当社グループにおける位置付け 

欧州・ 

アジア

 星崎冷熱機械（上海）有限公司  中国でのフードサービス機器の販売・保守サービス

 星崎電機（蘇州）有限公司  中国でのフードサービス機器の製造・販売

 台湾星崎股份有限公司  台湾でのフードサービス機器の販売・保守サービス

 Hoshizaki Korea Co.,Ltd.  韓国でのフードサービス機器の販売・保守サービス

（注）上記のほかに非連結・持分法非適用子会社として、LANCER DO BRASIL INDUSTRIA E COMERCIO LTDA.及び
Haikawa Industries Private Limitedがありますが、現在いずれも休眠中であります。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、多様化する「食」に対するニーズの変化に対応し、お客様のみならず社会に貢献できる進化す

る企業を目指し、これを満たすため、独自の技術に基づくオリジナル製品を創造し、より快適でより効率的な食環

境へ向けての新たな提案と迅速かつ高品質なサービスを提供することをグループの経営理念に掲げ、その実現・実

行を目指しております。

このため、遵法はもとより社会と社員から信頼される会社づくり、透明性のある経営、議論のできる経営の実

践、事業活動と環境との調和、働きやすい職場環境の実現に向け、努力してまいります。

 

（２）目標とする経営指標

当社グループでは、連結売上高、海外売上高比率及び売上高営業利益率を重要な経営指標と捉え、それらの継続

的な向上を目標としております。この目標の達成のため、継続して海外へのビジネスフィールドの拡大を図ると共

に、原価低減、経費削減等を推進し、経営の高利益体質化を目指してまいります。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、内外の情勢から判断して、中長期的には不透明な状況が予想されます。

国内事情におきましては、出生率の低下による人口減少社会に突入し、急速に少子高齢化が進んでいくと思われ

ます。また、消費者の節約志向の高まりや、主要ユーザーであるフードサービス産業における競争が激化すること

から、価格競争や設備投資の抑制も考えられます。世界経済は金融緩和が進む等、依然不透明な状況にあり、グロ

ーバル化の進展によって当社グループが置かれた競争環境は益々厳しくなってまいります。

このような環境のもと、当社グループは、以下の中長期的な経営戦略、課題に取り組んでまいります。

①海外への事業展開

今後、製氷機、業務用冷蔵庫といった主力製品の新たなマーケットを国内や欧米のみならず、アジアや南米等

の新興国にも拡大してまいります。海外の各地域の国内事情、消費者動向に基づいた製品開発、販売体制の強化

及び製造拠点のさらなる拡充が不可欠となってまいります。そのためには、海外における企業買収戦略をさらに

進め、買収した会社との相乗効果による事業拡大に努めてまいります。

②高付加価値製品の供給及び新規市場の開拓

縮小すると予想されます国内市場におきましては、ノンフロン化、インバーター技術を応用した主力製品の開

発を持続し、より高品質で、省エネ、環境性に優れた製品の提供を図り、他社との差別化を推進し、市場シェア

の拡大を目指してまいります。

また、プレハブ冷蔵庫、電解水生成装置及び調理機器等の拡販、並びにサプライ品の提供及び衛生管理の提案

等のソフトビジネスの一層の強化によって、新規市場の開拓、販路の拡大を推進し、さらなる成長を目指してま

いります。 

③高利益体質強化への取り組み 

当社グループの主力製品の原材料や部品等は市況の変動により製品コストに影響を及ぼします。また、当社グ

ループは、より高付加価値製品の開発のための多数の開発技術要員や、多様な顧客ニーズに対応しうる営業、サ

ービスの人員体制を敷いております。これらの体制は当社グループの強みである反面、人件費の負荷といった側

面を持ち合わせておりますが、市況の変動による原材料価格の変動のリスクを吸収しうる製造原価低減策や、IT

投資による業務効率向上施策及びその他の経費削減策を継続し、高利益体質への強化を図ってまいります。

④コンプライアンスへの取り組みとコーポレートガバナンスの充実

当社グループは、さらなる事業拡大、企業価値向上を目指すためには社会からの信頼を得ることが極めて重要

であると考えております。今後も継続して企業倫理・コンプライアンスに関し、役員、全社員が共通の認識を持

ち、公正で的確な意思決定を行う風土を醸成する仕組みの構築に加えて、透明性のある管理体制の整備を行うこ

とで、さらなる内部管理体制の強化を図り、より一層のコーポレートガバナンスの充実に努めてまいります。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性等を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針

であります。

なお、ＩＦＲＳ適用時期等につきましては、諸情勢を考慮しながら、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表
 

    (単位：百万円) 

  前連結会計年度 
(平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 148,950 163,048 

受取手形及び売掛金 ※２,※３ 27,942 ※２,※３ 27,172 

商品及び製品 ※３ 13,049 ※３ 14,819 

仕掛品 ※３ 3,511 ※３ 3,117 

原材料及び貯蔵品 ※３ 8,721 ※３ 8,504 

繰延税金資産 3,642 3,495 

その他 5,842 6,522 

貸倒引当金 △95 △143 

流動資産合計 211,563 226,535 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 42,856 42,881 

減価償却累計額 △25,007 △25,693 

建物及び構築物（純額） ※３ 17,849 ※３ 17,188 

機械装置及び運搬具 30,878 31,416 

減価償却累計額 △23,189 △23,567 

機械装置及び運搬具（純額） ※３ 7,688 ※３ 7,849 

工具、器具及び備品 20,897 20,963 

減価償却累計額 △18,397 △18,548 

工具、器具及び備品（純額） ※３ 2,500 ※３ 2,414 

土地 ※３ 16,024 ※３ 15,911 

リース資産 189 141 

減価償却累計額 △117 △78 

リース資産（純額） 72 63 

建設仮勘定 ※３ 991 ※３ 2,052 

有形固定資産合計 45,126 45,479 

無形固定資産    

のれん 3,534 3,893 

その他 5,622 5,024 

無形固定資産合計 9,157 8,917 

投資その他の資産    

退職給付に係る資産 9 － 

繰延税金資産 5,336 6,464 

その他 ※１ 2,689 ※１ 2,761 

貸倒引当金 △226 △191 

投資その他の資産合計 7,807 9,034 

固定資産合計 62,092 63,431 

資産合計 273,655 289,967 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 15,856 15,445 

未払法人税等 4,075 3,738 

前受金 20,464 22,923 

賞与引当金 3,284 3,301 

製品保証引当金 1,359 1,594 

その他 ※３ 32,091 ※３ 31,875 

流動負債合計 77,132 78,878 

固定負債    

繰延税金負債 4,939 4,630 

役員退職慰労引当金 427 435 

退職給付に係る負債 13,597 17,666 

製品保証引当金 858 1,029 

その他 ※３ 154 ※３ 147 

固定負債合計 19,977 23,909 

負債合計 97,109 102,787 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,993 7,993 

資本剰余金 14,516 14,516 

利益剰余金 148,313 165,399 

自己株式 △1 △2 

株主資本合計 170,822 187,907 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 209 239 

為替換算調整勘定 2,708 △74 

退職給付に係る調整累計額 124 △2,498 

その他の包括利益累計額合計 3,042 △2,333 

非支配株主持分 2,681 1,605 

純資産合計 176,545 187,179 

負債純資産合計 273,655 289,967 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 260,174 265,548 

売上原価 ※２ 159,319 ※２ 161,918 

売上総利益 100,854 103,630 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 69,135 ※１,※２ 69,054 

営業利益 31,719 34,575 

営業外収益    

受取利息 473 651 

受取保険金 － 291 

その他 549 592 

営業外収益合計 1,023 1,535 

営業外費用    

支払利息 195 84 

為替差損 1,514 1,545 

その他 167 340 

営業外費用合計 1,877 1,970 

経常利益 30,864 34,140 

特別利益    

固定資産売却益 ※３ 63 ※３ 12 

特別利益合計 63 12 

特別損失    

固定資産売却損 ※４ 12 ※４ 34 

固定資産廃棄損 ※５ 46 ※５ 118 

減損損失 ※６ 1,061 ※６ 263 

のれん償却額 ※７ 729 － 

特別損失合計 1,850 415 

税金等調整前当期純利益 29,077 33,737 

法人税、住民税及び事業税 12,179 11,745 

法人税等調整額 △328 210 

法人税等合計 11,851 11,956 

当期純利益 17,226 21,781 

非支配株主に帰属する当期純利益 254 350 

親会社株主に帰属する当期純利益 16,971 21,430 
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（連結包括利益計算書）
 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当期純利益 17,226 21,781 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 26 29 

為替換算調整勘定 △2,346 △3,189 

退職給付に係る調整額 △95 △2,623 

その他の包括利益合計 △2,414 △5,782 

包括利益 14,811 15,998 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 14,601 16,054 

非支配株主に係る包括利益 209 △55 

 

- 13 -

ホシザキ㈱（6465）平成28年12月期　決算短信



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,948 14,470 135,005 △1 157,423 

当期変動額           

新株の発行 
（新株予約権の行使） 45 45     91 

剰余金の配当     △3,616   △3,616 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     16,971   16,971 

自己株式の取得       △0 △0 

連結範囲の変動     △47   △47 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 45 45 13,307 △0 13,398 

当期末残高 7,993 14,516 148,313 △1 170,822 

 

             

  その他の包括利益累計額 
非支配株主 

持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当期首残高 182 5,010 219 5,412 1,697 164,533 

当期変動額             

新株の発行 
（新株予約権の行使）           91 

剰余金の配当           △3,616 

親会社株主に帰属する 
当期純利益           16,971 

自己株式の取得           △0 

連結範囲の変動           △47 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

26 △2,301 △95 △2,370 983 △1,386 

当期変動額合計 26 △2,301 △95 △2,370 983 12,012 

当期末残高 209 2,708 124 3,042 2,681 176,545 
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,993 14,516 148,313 △1 170,822 

当期変動額           

新株の発行 
（新株予約権の行使）         － 

剰余金の配当     △4,344   △4,344 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     21,430   21,430 

自己株式の取得       △0 △0 

連結範囲の変動         － 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 17,086 △0 17,085 

当期末残高 7,993 14,516 165,399 △2 187,907 

 

             

  その他の包括利益累計額 
非支配株主 

持分 
純資産合計 

  
その他有価証券

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当期首残高 209 2,708 124 3,042 2,681 176,545 

当期変動額             

新株の発行 
（新株予約権の行使）           － 

剰余金の配当           △4,344 

親会社株主に帰属する 
当期純利益           21,430 

自己株式の取得           △0 

連結範囲の変動           － 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 29 △2,782 △2,623 △5,376 △1,075 △6,451 

当期変動額合計 29 △2,782 △2,623 △5,376 △1,075 10,633 

当期末残高 239 △74 △2,498 △2,333 1,605 187,179 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 29,077 33,737 

減価償却費 5,631 4,892 

減損損失 1,061 263 

固定資産廃棄損 46 118 

のれん償却額 3,595 1,484 

製品保証引当金の増減額（△は減少） 281 462 

受取利息及び受取配当金 △489 △668 

為替差損益（△は益） 1,335 1,275 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,099 △2,027 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,408 △257 

未払費用の増減額（△は減少） 431 333 

前受金の増減額（△は減少） 2,070 2,458 

未払消費税等の増減額（△は減少） △479 △603 

その他 101 807 

小計 41,974 42,276 

利息及び配当金の受取額 466 539 

利息の支払額 △196 △87 

法人税等の支払額 △11,820 △12,115 

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,424 30,611 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △208,576 △228,931 

定期預金の払戻による収入 203,008 203,792 

有価証券の純増減額（△は増加） 318 681 

有形固定資産の取得による支出 △5,015 △4,927 

無形固定資産の取得による支出 △120 △748 

投資有価証券の取得による支出 △1,724 △2,769 

投資有価証券の償還による収入 2,000 1,522 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 

取得による支出 
※２ △1,128 － 

子会社株式の取得による支出 － △3,366 

長期前払費用の増減額（△は増加） △73 △112 

その他 6 △7 

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,306 △34,865 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,105 △595 

配当金の支払額 △3,616 △4,343 

その他 56 △71 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,665 △5,010 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,399 △1,824 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,052 △11,089 

現金及び現金同等物の期首残高 51,769 64,822 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 64,822 ※１ 53,733 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数………56社

主要な連結子会社の名称

 ホシザキ東京㈱、ホシザキ東海㈱、ホシザキ京阪㈱、ホシザキ北九㈱、HOSHIZAKI AMERICA,INC.及び

LANCER CORPORATIONであります。

 当連結会計年度において、HOSHIZAKI VIETNAM CORPORATIONを設立したため、新たに連結の範囲に含め

ております。

 (2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社

 LANCER DO BRASIL INDUSTRIA E COMERCIO LTDA.及びHaikawa Industries Private Limitedでありま

す。 

 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外してお

ります。 

２．持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社の名称等

 LANCER DO BRASIL INDUSTRIA E COMERCIO LTDA.及びHaikawa Industries Private Limitedであります。

    持分法非適用子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、在外子会社２社を除き当社の事業年度と同一であります。 

 なお、連結財務諸表の作成にあたり、事業年度の異なる各社については、９月30日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 また、当連結会計年度より、連結財務情報のより適正な開示を図るため、事業年度の異なったAços Macom 

Indústria e Comércio Ltda.の決算日を12月31日に変更しております。この決算期変更に伴い、同社の当連結

会計年度の会計期間は、平成27年10月1日から平成28年12月31日までの15ヶ月間となっております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

(イ）評価基準……………主として原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

(ロ）評価方法

     商品…………………主として個別法

     製品・仕掛品………主として総平均法

     原材料・貯蔵品……主として先入先出法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）

 当社は定率法を採用し、連結子会社は定額法を採用しております。

その他

 当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しております。

 ただし、一部の連結子会社は平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。

主な耐用年数 建物及び構築物 ５～50年

  機械装置及び運搬具 ２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法

③ リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社の一般債権は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また

在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 当社及び一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に

負担すべき額を計上しております。

③ 製品保証引当金

 当社及び一部の連結子会社は、製品のアフターサービス費用に備えるため、将来発生するサービス費用

見積額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

 当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要

支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

 当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主

に10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

 また、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。
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(5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び非支配株主持分に含めております。

(6) のれんの償却方法および償却期間

 のれんの償却は、主として10年間から12年間の均等償却によっております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と

いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計

基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下

「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。ただし、複数の取引が一つの企業結合等を構成している

ものとして一体として取り扱われる場合、支配獲得後に追加取得した持分に係るのれんについては、支配獲

得時にのれんが計上されていたものとして算定し、追加取得時までののれんの償却相当額を追加取得時に一

括して費用として計上しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、

連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の

期首時点から将来にわたって適用しております。

 この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ819百万円減少

しております。

また、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額はそれぞれ、16円11銭、11円

13銭減少しております。

 

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 一部の連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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（表示方法の変更）

 （連結貸借対照表）

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「未払金」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「未払金」に表示していた   

13,764百万円は、「その他」として組み替えております。

 

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

１．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「固定資産廃棄損」、「未払費用の増減額（△は減少）」、「未払消費税等の増減額（△は減

少）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。一方で、「退

職給付に係る負債の増減額（△は減少）」、「賞与引当金の増減額（△は減少）」、「支払利息」、「売

上債権の増減額（△は増加）」、「未払金の増減額（△は減少）」は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示しておりました107百万円は、「固定資産廃棄損」46百万円、「未払費用の

増減額（△は減少）」431百万円、「未払消費税等の増減額（△は減少）」△479百万円として組み替え、

「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示しておりました「退職給付に係る負債の増減額（△は減

少）」164百万円、「賞与引当金の増減額（△は減少）」252百万円、「支払利息」195百万円、「売上債

権の増減額（△は増加）」△1,056百万円、「未払金の増減額（△は減少）」437百万円は、「その他」

101百万円として組み替えております。

２．前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「長期前払費用の増減額（△は増加）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立

掲記することとしました。一方で、「有形固定資産の売却による収入」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示しておりました△206百万円は、「長期前払費用の増減額（△は増加）」

△73百万円として組み替え、「投資活動によるキャッシュ・フロー」に表示しておりました「有形固定資

産の売却による収入」139百万円は、「その他」6百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

投資その他の資産 その他

（投資有価証券（株式））
0百万円 0百万円

 

※２. 期末日満期手形の会計処理

 期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済があったものとして処理しております。なお、連結会計年度末

の期末日満期手形は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

受取手形 325百万円 232百万円

 

※３. 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

受取手形及び売掛金 1,357百万円 1,374百万円

商品及び製品 908 738

仕掛品 121  97

原材料及び貯蔵品 880 661

建物及び構築物 649 553

機械装置及び運搬具 411 311

工具、器具及び備品  19  14

土地  65  57

建設仮勘定   9   8

計 4,424 3,816

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

流動負債 その他

（短期借入金）
801百万円 337百万円

固定負債 その他

（長期借入金）
 4  1

計 806 338

 

 ４. 偶発債務 

 連結子会社のWestern Refrigeration Private Limitedは、連結会社以外の会社の銀行からの借入金に対し 

て、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

Haikawa Industries Private 

Limited
644百万円 526百万円

 なお、当社は当該債務保証につきまして、履行義務が発生した際には、Western Refrigeration Private 

Limitedの非支配株主であるSimran Harmeet Singh氏他が、その全額を補償する契約を結んでおります。

 

 ５. 受取手形裏書譲渡高 

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 87百万円 62百万円
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（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成27年１月１日 
  至 平成27年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年１月１日 

  至 平成28年12月31日） 

給与手当・賞与 30,557百万円 31,098百万円 

賞与引当金繰入額 1,453 1,541 

退職給付費用 1,466 1,395 

役員退職慰労引当金繰入額 82 81 

製品保証引当金繰入額 995 1,300 

 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成27年１月１日 
  至 平成27年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年１月１日 

  至 平成28年12月31日） 

  3,894百万円 3,906百万円 

 

※３．固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

機械装置及び運搬具 20 12

工具、器具及び備品 1 0

土地 42 －

 計 63 12

 

※４．固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

機械装置及び運搬具  6 31

工具、器具及び備品  6  2

 計 12 34

 

※５．固定資産廃棄損の内容は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

建物及び構築物 23百万円 92百万円

機械装置及び運搬具 15 18

工具、器具及び備品  7  6

その他  0  0

 計 46 118
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※６．減損損失の内容は、次のとおりであります。 

 前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 

Aços Macom Indústria e Comércio Ltda. 事業用資産 無形固定資産

 当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を考慮して工場別又は事業会社別にグルーピング

を行っております。

 前連結会計年度において、連結子会社Aços Macom Indústria e Comércio Ltda.取得時に計上した無形固定

資産について、経営環境の著しい悪化により売上高が当初の計画を下回って推移している状況を踏まえ、減損

テストを実施した結果、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を特別損失に1,061百万円計上してお

ります。

 なお、回収可能価額については、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを27％で割り引

いて算定しております。 

 

 当連結会計年度において、当社グループは主に以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 

浙江愛雪制冷電器有限公司 事業用資産 無形固定資産

〃 遊休資産 機械装置

 当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を考慮して工場別又は事業会社別にグルーピング

を行っております。

 当連結会計年度において、連結子会社 浙江愛雪制冷電器有限公司取得時に計上した無形固定資産、機械装

置について、経営環境の著しい悪化により売上高が当初の計画を下回って推移している状況を踏まえ、減損テ

ストを実施した結果、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を無形固定資産については237百万円、

機械装置については10百万円を特別損失に計上しております。

 なお、回収可能価額については、無形固定資産については使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを14％で割り引いて算定しております。また、機械装置については正味売却価額により測定しておりま

す。

 

※７．のれん償却額の内容は、次のとおりであります。

 前連結会計年度において、特別損失に計上されているのれん償却額は、「連結財務諸表における資本連結手

続に関する実務指針」（日本公認会計士協会 平成26年11月28日公表 会計制度委員会報告第７号）第32項の

規定に基づき、のれんを償却したものであります。

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日） 

 １．発行済株式数の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 （注） 72,340,250 75,000 ― 72,415,250

（注）発行済株式の総数の増加は、ストック・オプションの行使による増加分であります。

 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 （注） 626 69 ― 695

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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 ３．剰余金の配当に関する事項 

   （１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年２月12日

取締役会
普通株式 3,616百万円 50円00銭 平成26年12月31日 平成27年３月12日 

 
   （２）基準日が当期に属する配当のうち、効力の発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年２月10日

取締役会
普通株式 4,344百万円 利益剰余金 60円00銭 平成27年12月31日 平成28年３月10日 

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

 １．発行済株式数の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 72,415,250 ― ― 72,415,250

 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 （注） 695 104 ― 799

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

 

 ３．剰余金の配当に関する事項 

   （１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年２月10日

取締役会
普通株式 4,344百万円 60円00銭 平成27年12月31日 平成28年３月10日 

 
   （２）基準日が当期に属する配当のうち、効力の発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成29年２月13日

取締役会
普通株式 5,069百万円 利益剰余金 70円00銭 平成28年12月31日 平成29年３月13日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

現金及び預金勘定         148,950百万円         163,048百万円

現金及び預金勘定に含まれる預入

期間が３か月を超える定期預金
△84,128 △109,315

現金及び現金同等物 64,822 53,733

 

※２．前連結会計年度に持分の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳。

 持分の取得により新たに浙江愛雪制冷電器有限公司（以下、愛雪社）を連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに愛雪社持分の取得原価と愛雪社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。 

流動資産 1,306百万円

固定資産 1,694

のれん 588

流動負債 △1,176

固定負債 △236

少数株主持分 △777

愛雪社持分の取得原価 1,398

愛雪社現金及び現金同等物 △269

差引：愛雪社 1,128
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

 当社グループの事業内容は、フードサービス機器の製造及び販売並びに保守サービスであり、国内におい

ては当社及び国内子会社が、海外においては各現地法人がそれぞれ担当し、当社が中心となって各々の戦略

の立案、事業活動の管理をしております。

 したがって、当社グループは、エリア等を基軸に各法人を集約した「日本」、「米州」、「欧州・アジ

ア」の３つを報告セグメントとしております。

 具体的には、日本セグメントには当社及び国内子会社を、米州セグメントには、HOSHIZAKI USA 

HOLDINGS,INC.（米国）とその傘下であるHOSHIZAKI AMERICA,INC.、LANCER CORPORATION及びそれぞれの子

会社とAços Macom Indústria e Comércio Ltda.（ブラジル）を、欧州・アジアセグメントには、Hoshizaki 

Europe Holdings B.V.（オランダ）とその傘下の子会社及び中国等に所在地のある当社の子会社を含んでお

ります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セ

グメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 調整額 
（注）１ 
（注）２ 
（注）３ 

連結財務諸表 
計上額 

（注）４ 
  日本 米州 欧州・アジア 計 

売上高            

外部顧客への売上高 170,010 62,370 27,792 260,174 － 260,174 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

3,710 1,084 2,423 7,217 △7,217 － 

計 173,721 63,454 30,215 267,392 △7,217 260,174 

セグメント利益 21,713 10,388 2,766 34,868 △3,149 31,719 

セグメント資産 230,937 48,478 24,110 303,526 △29,870 273,655 

その他の項目            

減価償却費 2,471 1,564 801 4,838 793 5,631 

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 

2,637 1,611 1,234 5,482 － 5,482 

（注）１．セグメント利益の調整額△3,149百万円には、のれんの償却額△2,718百万円、無形固定資産等の償却額

△796百万円、棚卸資産の調整額99百万円、その他セグメント間取引の調整等265百万円が含まれておりま

す。

 ２．セグメント資産の調整額△29,870百万円は、主にのれん等の未償却残高及びセグメント間取引の調整で

あります。

 ３．その他の項目の減価償却費の調整額793百万円は、報告セグメントに配分していない無形固定資産の償

却費等であります。

 ４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、浙江愛雪制冷電器有限公司取得に伴う各資産の増減額を含

んでおりません。

 ５．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 調整額 
（注）１ 
（注）２ 
（注）３ 

連結財務諸表 
計上額 

（注）４ 
  日本 米州 欧州・アジア 計 

売上高            

外部顧客への売上高 176,158 60,868 28,521 265,548 － 265,548 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

3,923 921 1,978 6,823 △6,823 － 

計 180,081 61,789 30,500 272,371 △6,823 265,548 

セグメント利益 22,945 10,082 2,877 35,905 △1,330 34,575 

セグメント資産 246,027 53,079 24,374 323,481 △33,514 289,967 

その他の項目            

減価償却費 2,426 1,232 841 4,499 392 4,892 

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 

3,600 2,064 722 6,387 － 6,387 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,330百万円には、のれんの償却額△1,410百万円、無形固定資産等の償却額

△395百万円、棚卸資産の調整額△16百万円、その他セグメント間取引の調整等493百万円が含まれており

ます。

 ２．セグメント資産の調整額△33,514百万円は、主にのれん等の未償却残高及びセグメント間取引の調整で

あります。

 ３．その他の項目の減価償却費の調整額392百万円は、報告セグメントに配分していない無形固定資産の償

却費等であります。

 ４．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

  製氷機
業務用
冷蔵庫

食器
洗浄機

ディス
ペンサ

他社仕入
商品

保守・
修理

その他 合計

外部顧客への売上高 46,203 66,220 17,646 32,320 30,713 42,874 24,194 260,174

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 米州 その他の地域 合計

170,086 53,005 37,082 260,174

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 米州 その他の地域 合計

30,155 7,506 7,465 45,126
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３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

  製氷機
業務用
冷蔵庫

食器
洗浄機

ディス
ペンサ

他社仕入
商品

保守・
修理

その他 合計

外部顧客への売上高 46,563 68,474 17,760 30,016 31,932 44,865 25,935 265,548

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）
 

日本 米州 その他の地域 合計

176,262 52,450 36,836 265,548

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 米州 その他の地域 合計

30,826 8,359 6,294 45,479

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

        （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州・アジア 全社・消去 合計 

減損損失 － 0 0 1,061 1,061 

（注）内容につきましては、「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（連結損益計算書関係）」をご

覧ください。 

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日） 

        （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州・アジア 全社・消去 合計 

減損損失 11 4 5 241 263 

（注）内容につきましては、「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（連結損益計算書関係）」をご

覧ください。 
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成27年１月１日  至  平成27年12月31日）

        （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州・アジア 全社・消去 合計 

当期償却額 2 145 － 3,447 3,595 

当期末残高 4 628 － 2,900 3,534 

（注）１．「全社・消去」の金額は、連結子会社の買収時に発生したものであります。 

２．当期償却額には、特別損失に計上した「のれん償却額」729百万円を含んでおります。 

 

当連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

        （単位：百万円） 

  日本 米州 欧州・アジア 全社・消去 合計 

当期償却額 1 71 － 1,410 1,484 

当期末残高 3 77 － 3,812 3,893 

（注）「全社・消去」の金額は、連結子会社の買収時に発生したものであります。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり純資産額 2,400円96銭 2,562円66銭

１株当たり当期純利益金額 234円47銭 295円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 234円23銭 －

   （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）

16,971 21,430

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）

16,971 21,430

期中平均株式数（千株） 72,384 72,414

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整

額（百万円）

－ －

普通株式増加数（千株） 73 －

（うち新株予約権方式による

ストックオプション）

(73) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

－ － 

（注）当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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（企業結合等関係）

（子会社株式の追加取得） 

１．取引の概要 

 (１) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

名  称：Western Refrigeration Private Limited 

事業内容：インドにおける冷蔵ボトルショーケース及び冷蔵・冷凍ストッカーの開発・生産・販売、保

守サービス 

 (２) 企業結合日 

平成28年12月30日 

 (３) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式の取得 

 (４) 結合後企業の名称 

変更ありません。 

 (５) その他取引の概要に関する事項 

 Western Refrigeration Private Limitedの株式の25.99％を追加取得し、当社の持株比率は76.00％とな

ります。 

 

２．実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年9月13日）に基づき、共通支配下

の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。なお、当取引については平成25年の当事企業

の株式取得と一体の取引として取扱い、支配獲得後に追加取得した持分に係るのれんについては、支配獲得時

にのれんが計上されたものとして算定しております。 

 

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項 

取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金  3,366百万円 

取得原価      3,366百万円 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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６．その他

（1）取締役の異動

  ①代表取締役の異動

 代表取締役会長 坂本 精志（現 代表取締役会長兼社長）

   代表取締役社長 小林 靖浩（現 取締役）

 （注）平成29年３月29日開催予定の第71期定時株主総会、同日開催予定の取締役会の承認を条件とします。

 

②その他の取締役の異動 

・新任取締役候補

  取締役       世古 義彦（現 人事部 部長）

  取締役 監査等委員 柘植 里恵

 （注）柘植 里恵氏は、社外取締役候補者です。

・退任予定取締役 

  取締役       小川 惠士郎 

  取締役 監査等委員 小野田 誓

・昇任取締役候補 

  専務取締役 本郷 正己（現 常務取締役）

 （注）平成29年３月29日開催予定の第71期定時株主総会、同日開催予定の取締役会の承認を条件とします。

 

③就任、退任、承認予定日

平成29年３月29日

 

（2）その他 

該当事項はありません。
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